
開催
日時

開催
場所

定時株主総会
招集ご通知

証券コード：   6622

第161期

2025年6月26日（木）

午前10時

大阪市淀川区田川二丁目1番11号

当会社

＜目次＞

株主総会参考書類 5
第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役９名選任の件

第４号議案 監査役２名選任の件

事業報告 20
連結計算書類 43
計算書類 46
監査報告書 49

第161期定時株主総会招集ご通知 1



― 1 ―

証券コード６６２２
2025 年６月４日

（電子提供措置の開始日2025年５月30日）
株 主 各 位

大阪市淀川区田川二丁目１番11号

代表取締役社長 蓑 毛 正 一 郎
第161期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当会社第161期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げま

す。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイ

トに「第161期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト

https://www.daihen.co.jp/ir/generalmeeting/

また、上記のほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記のウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に当社名（ダイヘン）もしくは
「コード」に当社証券コード（6622）を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に
選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネット等によって議決権を行使すること
ができますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討くださいま
して、後述のご案内に従って2025年6月25日(水曜日)午後5時までに議決権を行使いただきたく
お願い申し上げます。

敬 具
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記
１ 日 時 2025年６月26日（木曜日）午前10時
２ 場 所 大阪市淀川区田川二丁目1番11号 当会社（末尾の会場ご案内略図ご参照）
３ 目的事項 報 告 事 項 １.第161期(2024年４月１日から2025年３月31日まで)

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２.第161期(2024年４月１日から2025年３月31日まで)
計算書類報告の件

決 議 事 項 第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役９名選任の件
第４号議案 監査役２名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の「議決権行使書用紙」を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
・ご送付している書面は、書面交付請求に基づく電子提供措置事項記載書面を兼ねております。なお、電子提供措置事項記載

書面に記載すべき事項のうち、次の事項に関しましては法令及び当社定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブ
サ イ ト （https://www.daihen.co.jp/ir/generalmeeting/） 及 び 東 京 証 券 取 引 所 ウ ェ ブ サ イ ト
（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show）に掲載しておりますので、書面交付請求
をされた株主様に交付する書面には記載しておりません。
１．連結計算書類の連結注記表
２．計算書類の個別注記表

従いまして、電子提供措置事項記載書面に記載の内容は、監査報告の作成に際して監査役及び会計監査人が監査をした連結
計算書類及び計算書類の一部であります。

・電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトにその旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載さ
せていただきます。

・ 今 後 の 状 況 に よ り 株 主 総 会 の 運 営 に 変 更 が 生 じ る 場 合 は、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（https://www.daihen.co.jp/）にてお知らせいたします。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
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議決権の行使についてのご案内
株主総会にご出席いただく場合

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださい。

開催日時 2025年６月26日（木曜日）午前10時

書面による議決権行使の場合

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、ご返送ください。議決権行使
書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものと
して取り扱わせていただきます。

行使期限 2025年６月25日（水曜日）午後５時到着分まで

インターネット等による議決権行使の場合

インターネット等により議決権を行使される場合には、４頁に記載の【インター
ネット等による議決権行使のご案内】をご高覧のうえ、賛否をご入力ください。

行使期限 2025年６月25日（水曜日）午後５時受付分まで

■書面とインターネット等により、二重に議決権を行使された場合は、インターネット等によるものを有効な議
決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネット等によって複数回数議決権を行使された場合は、
最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

■インターネットに関する費用（接続料金、通信料金等）は、株主さまのご負担となります。
■インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、ご利用いただけない場合があり
ます。



議決権行使書
〇〇〇〇〇〇〇〇 御中

〇年〇月〇日

1.

2.

3.

見本

見本 「次へすすむ」をクリック

「ログイン」をクリック

「議決権行使コード」を入力

実際にご使用になる新しい
パスワードを設定してください
「登録」をクリック

「初期パスワード」を入力
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インターネット等による議決権行使のご案内
QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

❶議決権行使書用紙右下に記載のQRコード®を
読み取ってください。

❷以降は画面の案内に従って
賛否をご入力ください。

「スマート行使」での議決権行使は1回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが右記
の「議決権行使コード・パスワードを入力する方法」により、議
決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」･「パスワード」を
入力してログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、右記の議決権行使ウェブサイトに
アクセスできます。

※ＱＲコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net
❶議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。

❷議決権行使書用紙の裏面左下に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

❸議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

❹以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

インターネットによる議決権行使に関するご不明な点につきましては、下記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行
証券代行ウェブサポート
専用ダイヤル

0120-652-031
受付時間：午前９時〜午後９時

用紙のご請求等、
その他のご照会は

0120-782-031
受付時間：平日午前９時〜午後５時

機関投資家のみなさまへ
上記のインターネットによる議決権行使のほかに、あらかじめお申し込みされた場合に限り、株式会社ICJが運
営する議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことができます。
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件
期末配当に関する事項
当期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案いたしまして、以

下のとおりといたしたいと存じます。

１ 配当財産の種類
金銭

２ 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき 82.5円
総額 1,981,454,640円

３ 剰余金の配当が効力を生じる日
2025年６月27日
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第２号議案 定款一部変更の件
（1）提案の理由

経営環境の変化に機動的に対応できる経営体制を構築するとともに、取締役の経営責
任をより明確にし、株主の皆さまからの信任の機会を増やすため、現行定款第19条
（任期）第１項に定める取締役の任期を現行の２年から１年に短縮するものであります。

（2）変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
現 行 定 款 変 更 案

第19条（任期）
①取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する定時株主総
会の終結のときまでとする。

第19条（任期）
①取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する定時株主総
会の終結のときまでとする。
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第３号議案 取締役９名選任の件
本総会終結のときをもって、取締役全員（９名）は任期満了となります。つきましては、取締

役９名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 性別 属性 現在の当社における地位・主な担当

１ 再任 田
た

尻 哲 也
じり てつ や

男性 代表取締役会長

２ 再任 蓑
みの

毛 正 一 郎
も しょう いち ろう

男性 代表取締役社長

３ 再任 加
か

茂 和 夫
も かず お

男性
取締役副社長執行役員
本社担当

４ 再任 木
き

村 治 久
むら はる ひさ

男性
取締役専務執行役員
産業電機事業部、ＥＭＳ事業部、充電システム事業部担当

５ 再任 金
かね

子 健 太 郎
こ けん た ろう

男性
取締役専務執行役員
溶接・接合事業部、FAロボット事業部、クリーンロボット事業部担当

６ 新任 栗
くり

山 忠 士
やま ただ し

男性
常務執行役員
配電システム事業部、大形変圧器事業部担当、電力営業本部長

７ 再任 馬
ま

越 恵 美 子
ごし え み こ

女性 社外 独立 取締役

８ 再任 藤
ふじ

原 康 文
わら やす ふみ

男性 社外 独立 取締役

９ 新任 川
かわ

﨑 清 隆
さき きよ たか

男性 社外 独立
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候補者
番号 1 田

た

尻
じ り

哲
て つ

也
や

（1955年１月２日生）
再任 所有する当社株式の数：20,400株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1978年４月 当社に入社
2001年６月 執行役員
2005年６月 取締役常務執行役員
2009年６月 代表取締役社長
2021年４月 代表取締役会長、現在に至る

［取締役候補者とした理由］
代表取締役社長、代表取締役会長を歴任し、開発型企業としての基本的要件を整えた実績と経営全般にわた

る高い識見と豊富な経験は、今後の企業価値の更なる向上に必要であると判断し、引き続き取締役候補者とし
ました。

候補者
番号 2 蓑

み の

毛
も

正
しょう

一
い ち

郎
ろ う

（1963年１月１日生）
再任 所有する当社株式の数： 5,700株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1987年４月 当社に入社
2011年６月 執行役員
2013年６月 取締役執行役員
2017年４月 取締役常務執行役員
2021年４月 代表取締役社長、現在に至る

［取締役候補者とした理由］
技術者としての高い識見と当社の技術開発を統括・推進してきた実績を持ち、2021年より代表取締役社長と

して経営を指揮しております。これらの識見と経験が「研究開発型の会社」を目指す当社の企業価値の更なる
向上に必要であると判断し、引き続き取締役候補者としました。
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候補者
番号 3 加

か

茂
も

和
か ず

夫
お

（1958年10月19日生）
再任 所有する当社株式の数：12,522株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1981年４月 当社に入社
2009年６月 取締役執行役員
2013年４月 取締役常務執行役員
2017年４月 取締役専務執行役員
2025年４月 取締役副社長執行役員、現在に至る
（担当）
本社担当

［取締役候補者とした理由］
経営者としての高い識見と電力機器事業における幅広い経験を有しております。これらの経験と識見を活か

して当社取締役会の意思決定機能と監督機能を強化することに加え、経営戦略の実現に向けた貢献が期待され
るため、引き続き取締役候補者としました。

候補者
番号 4 木

き

村
む ら

治
は る

久
ひ さ

（1961年３月21日生）
再任 所有する当社株式の数： 2,500株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1984年４月 関西電力㈱に入社
2010年６月 同社人材活性化室労務部長
2014年６月 ㈱けいはんな 代表取締役社長
2016年６月 関西電力㈱ 奈良支社長
2019年６月 同社より当社に出向、当社取締役常務執行役員
2023年４月 当社取締役専務執行役員、現在に至る
（担当）
産業電機事業部、ＥＭＳ事業部、充電システム事業部担当

［取締役候補者とした理由］
経営者としての高い識見と管理部門での豊富な経験に加え、エネルギーマネジメント分野での事業推進に必

要な幅広い知識を有しております。これらの経験と識見を活かして当社取締役会の意思決定機能と監督機能を
強化することに加え、経営戦略の実現に向けた貢献が期待されるため、引き続き取締役候補者としました。
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候補者
番号 5 金

か ね

子
こ

健太
け ん た

郎
ろ う

（1964年７月27日生）
再任 所有する当社株式の数： 4,264株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1988年４月 当社に入社
2013年４月 執行役員
2017年４月 常務執行役員
2023年６月 取締役常務執行役員
2025年４月 取締役専務執行役員、現在に至る
（担当）
溶接・接合事業部、FAロボット事業部、クリーンロボット事業部担当

［取締役候補者とした理由］
管理部門での幅広い経験に加え、ＦＡロボット事業部長としての同事業経営に関する豊富な経験を有してお

ります。これらの経験と識見を活かして当社取締役会の意思決定機能と監督機能を強化することに加え、経営
戦略の実現に向けた貢献が期待されるため、引き続き取締役候補者としました。

候補者
番号 6 栗

く り

山
や ま

忠
た だ

士
し

（1963年５月９日生）
新任 所有する当社株式の数： 2,700株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1987年４月 当社に入社
2019年４月 執行役員
2023年４月 常務執行役員、現在に至る
（担当）
配電システム事業部、大形変圧器事業部担当、電力営業本部長

［取締役候補者とした理由］
技術者としての高い識見及び配電システム事業部長としての同事業経営に関する豊富な経験を有しておりま

す。これらの経験と識見を活かして当社取締役会の意思決定機能と監督機能を強化することに加え、経営戦略
の実現に向けた貢献が期待されるため、取締役候補者としました。
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候補者
番号 7 馬

ま

越
ご し

恵美
え み

子
こ

（戸籍上の氏名：山本恵美子）
（1952年４月16日生）

再任 社外 独立 所有する当社株式の数： 0株
取締役会への出席状況８回/８回（100％）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1976年４月 会議通訳
1989年12月 ㈱インターリンク 代表取締役
1996年４月 東京純心女子大学（現東京純心大学）現代文化学部 助教授
2001年４月 同大学 現代文化学部 教授
2002年４月 桜美林大学 教授（国際経営）
2003年３月 異文化経営学会 会長、現在に至る
2007年10月 筑波大学大学院 ビジネス科学研究科 客員教授
2007年12月 東京都労働委員会 公益委員
2014年６月 ㈱日立物流 社外取締役
2016年３月 アクサ生命保険㈱ 社外取締役
2019年４月 アクサ・ホールディングス・ジャパン㈱ 社外取締役、現在に至る

桜美林大学 副学長
2021年６月 当社社外取締役、現在に至る
2022年６月 ㈱ピーシーデポコーポレーション 社外取締役
2022年 7 月 ＹＫＫ㈱ アドバイザリーボード経営顧問
2023年４月 桜美林大学 名誉教授、現在に至る
(重要な兼職の状況)
桜美林大学 名誉教授
異文化経営学会 会長
アクサ・ホールディングス・ジャパン株式会社 社外取締役

［社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要］
経営学者として、異文化・ダイバーシティ経営などに関する広範な知識・経験をもとに、独立した立場から

監督・助言いただいており、当社取締役会の監督機能と意思決定機能の強化が期待されるため、引き続き社外
取締役候補者としました。
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候補者
番号 8 藤

ふ じ

原
わ ら

康
や す

文
ふ み

（1959年２月14日生）
再任 社外 独立 所有する当社株式の数： 0株

取締役会への出席状況８回/８回（100％）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1985年８月 大阪大学 基礎工学部 助手
1991年１月 同大学 基礎工学部 講師
1993年４月 名古屋大学 工学部 助教授
1995年11月 イリノイ大学アーバナ・シャンペーン校 客員准教授
1997年４月 名古屋大学 大学院工学研究科 助教授
2003年７月 大阪大学 大学院工学研究科 教授
2006年４月 東京理科大学 総合研究機構 客員教授
2015年８月 大阪大学 副理事
2017年４月 同大学 ナノサイエンスデザイン教育研究センター長
2020年３月 公益社団法人応用物理学会 副会長
2021年６月 当社社外取締役、現在に至る
2022年４月 大阪大学 エマージングサイエンスデザインR3センター長
2024年４月 同大学 名誉教授、現在に至る

同大学 産業科学研究所 特任教授、現在に至る
同大学 エマージングサイエンスデザインR3センター
副センター長／特任教授、現在に至る
立命館大学 総合科学技術研究機構 教授、現在に至る

(重要な兼職の状況)
大阪大学 名誉教授
大阪大学 産業科学研究所 特任教授
大阪大学 エマージングサイエンスデザインR3センター 副センター長／特任教授
立命館大学 総合科学技術研究機構 教授

［社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要］
半導体材料ならびに応用物理学分野における工学者としての高い専門性と豊富な経験をもとに、主に当社が

重視する研究開発について独立した立場から監督・助言いただいており、当社取締役会の監督機能と意思決定
機能の強化が期待されるため、引き続き社外取締役候補者としました。なお、同氏は直接会社の経営に関与さ
れた経験はございませんが、上記理由により社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断しました。
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候補者
番号 9 川

か わ

﨑
さ き

清
き よ

隆
た か

（1965年11月26日生）
新任 社外 独立 所有する当社株式の数： 0株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1991年４月 御堂筋法律事務所(現弁護士法人御堂筋法律事務所)に入所
1995年９月 デイビス・ライト・トレメイン法律事務所（米国）勤務
1996年１月 ニューヨーク州弁護士登録
1996年９月 御堂筋法律事務所に復帰
2000年１月 御堂筋法律事務所パートナー
2006年６月 ㈱ワールド 社外取締役
2014年10月 乾汽船㈱ 社外取締役
2020年４月 弁護士法人御堂筋法律事務所 代表社員、現在に至る

国立研究開発法人産業技術総合研究所 契約監視委員会委員長、
現在に至る

2024年６月 ㈱椿本チエイン 社外監査役、現在に至る
(重要な兼職の状況)
弁護士法人御堂筋法律事務所 代表社員
国立研究開発法人産業技術総合研究所 契約監視委員会委員長
㈱椿本チエイン 社外監査役

［社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要］
弁護士としての企業法務に関する高い識見と豊富な経験に基づき、独立した立場から監督・助言いただくこ

とにより、当社取締役会の監督機能と意思決定機能の強化が期待されるため、社外取締役候補者としました。
なお、同氏は直接会社の経営に関与された経験はございませんが、上記理由により社外取締役としての職務を
適切に遂行できると判断しました。
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（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．馬越恵美子氏、藤原康文氏及び川﨑清隆氏は社外取締役候補者であり、各氏は東京証券取引所及び

福岡証券取引所の定めに基づく独立役員の候補者であります。
３．馬越恵美子氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結のときをもって４年であります。
４．藤原康文氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結のときをもって４年であります。
５．馬越恵美子氏及び藤原康文氏は、現在、当社の社外取締役であり、当社と両氏は、会社法第427条

第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度としており、
両氏の選任をご承認いただいた場合、当社は両氏との間の上記契約を継続する予定であります。ま
た、川﨑清隆氏の選任をご承認いただいた場合、当社は同氏との間で同様の契約を締結する予定で
あります。

６．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し
ており、当該契約を継続し更新する予定であります。各候補者の選任が承認された場合には、各氏
は当該保険の被保険者に含まれることとなります。
当該保険契約により、被保険者が負担することになる第三者訴訟、株主代表訴訟及び会社訴訟にお
いて発生する争訟費用及び損害賠償金を填補することとしております。
ただし、被保険者による犯罪行為等に起因する損害を除くなどの一定の免責事由を定めております。
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第４号議案 監査役２名選任の件
本総会終結のときをもって、監査役 高橋圭太郎氏は任期満了となり、監査役 浦田治男氏は

辞任により退任します。つきましては、監査役２名の選任をお願いするものであります。
監査役候補者は、次のとおりであります。
䕃山秀一氏は浦田治男氏の補欠として選任をお願いするものであり、その任期は当社定款の定

めにより、前任者の任期の満了するときまでとなります。
なお、本議案の提出につきましては、予め監査役会の同意を得ております。

候補者
番 号 氏 名 性別 属性 現在の当社における地位

１ 新任 森
もり

本 慶 樹
もと けい き

男性 取締役

２ 新任 䕃
かげ

山 秀 一
やま しゅう いち

男性 社外 独立
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候補者
番号 1 森

も り

本
も と

慶
け い

樹
き

（1959年７月11日生）
新任 所有する当社株式の数： 4,300株

略歴、地位及び重要な兼職の状況

1982年４月 当社に入社
2011年６月 執行役員
2015年６月 取締役常務執行役員
2021年４月 取締役専務執行役員
2025年４月 取締役、現在に至る

［監査役候補者とした理由］
当社取締役としての豊富な経営経験と海外関係会社運営に関する幅広い識見を有しております。これらの経

験と識見を活かすことで監査機能の強化が期待されるため、監査役候補者としました。
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候補者
番号 2 䕃

か げ

山
や ま

秀
しゅう

一
い ち

（1956年７月４日生）
新任 社外 独立 所有する当社株式の数： 0株

略歴、地位及び重要な兼職の状況

1979年４月 ㈱住友銀行（現㈱三井住友銀行）に入行
2006年４月 ㈱三井住友銀行 執行役員
2009年４月 同行常務執行役員
2012年４月 同行取締役兼専務執行役員
2014年４月 同行代表取締役兼副頭取執行役員
2015年４月 同行取締役副会長
2015年５月 一般社団法人関西経済同友会 代表幹事
2017年４月 ㈱三井住友銀行 副会長
2017年６月 ㈱ロイヤルホテル 代表取締役社長
2021年３月 一般社団法人日本ホテル協会 副会長
2022年６月 エレコム㈱ 社外取締役、現在に至る
2023年６月 ㈱ロイヤルホテル 取締役会長、現在に至る
2025年３月 一般社団法人日本ホテル協会 会長、現在に至る
(重要な兼職の状況)
㈱ロイヤルホテル 取締役会長
一般社団法人日本ホテル協会 会長
エレコム㈱ 社外取締役

［社外監査役候補者とした理由］
経営者としての高い識見と数多くの企業との取引を通じた豊富な経験をもとに、独立した立場から取締役を

監督・指導いただくことで監査機能の強化が期待されるため、社外監査役候補者としました。



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

― 18 ―

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．䕃山秀一氏は社外監査役候補者であります。
３．䕃山秀一氏は東京証券取引所及び福岡証券取引所の定めに基づく独立役員の候補者であります。
４．䕃山秀一氏は、過去10年間に当社の特定関係事業者である㈱三井住友銀行の業務執行者であったこ

とがあり、その地位及び担当は「略歴、地位及び重要な兼職の状況」に記載の通りであります。な
お、同氏は2017年５月に同社を退社しております。

５．䕃山秀一氏の選任をご承認いただいた場合、当社は同氏との間で、会社法第427条第１項の規定に
基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定です。当該契約に基づ
く損害賠償責任は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度としております。

６．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し
ており、当該契約を継続し更新する予定であります。各候補者の選任が承認された場合には、両氏
は当該保険の被保険者に含まれることとなります。
当該保険契約は、被保険者が職務の執行に起因して損害賠償責任を負った場合における損害賠償請
求金及び訴訟費用等の、被保険者が被る損害を填補するものであります。
ただし、被保険者による犯罪行為等に起因する損害を除くなどの一定の免責事由を定めております。

以 上
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ご参考 会社役員の構成
本総会において第３号議案及び第４号議案が原案どおり可決されますと、当社の役員の

構成並びに各役員が有する主な専門性、経験等は次のとおりとなります。
役職・担当 氏名 経営・

事業戦略
法務・
リスク管理

財務・
会計

人材
マネジメント

技術・
研究開発

営業・
マーケティング

海外経験
・多様性

代表取締役会長 田尻哲也 ● ● ● ● ●

代表取締役社長 蓑毛正一郎 ● ● ● ●
取締役
副社長執行役員 本社担当 加茂和夫 ● ● ●

取締役
専務執行役員

産業電機事業部、
ＥＭＳ事業部、
充電システム事業部担当

木村治久 ● ● ●

取締役
専務執行役員

溶接・接合事業部、
ＦＡロボット事業部、
クリーンロボット事業部担当

金子健太郎 ● ● ● ● ●

取締役
常務執行役員

配電システム事業部、
大形変圧器事業部担当
電力営業本部長

栗山忠士 ● ● ●

取締役 馬越恵美子 ● ● ●

取締役 藤原康文 ● ●

取締役 川﨑清隆 ● ●

常勤監査役 森本慶樹 ● ● ● ●

常勤監査役 東海一郎 ● ●

監査役 吉田正史 ●

監査役 注連浩行 ● ● ● ● ●

監査役 䕃山秀一 ● ● ● ●
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事業報告（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度のダイヘングループの事業環境は、生産自動化関連投資は抑制傾向となり
ましたが電力インフラ関連・半導体関連の投資が堅調に推移しました。また、前年度第３四
半期以降に買収した新規連結子会社の影響もあり、受注高は2,410億５千１百万円（前期比
12.9％増）、売上高は2,263億７千５百万円（前期比20.0％増）となりました。利益面にお
きましては、売上高の増加やコスト削減の成果により、営業利益は161億７千４百万円（前
期比6.8％増）、経常利益は171億８千２百万円（前期比6.8％増）となりました。しかしな
がら、親会社株主に帰属する当期純利益につきましては前年度に計上した子会社株式取得に
伴う負ののれん発生益等の影響により前期に比べ減益の119億６千１百万円（前期比27.5
％減）となりました。

売上高 2,263億７千５百万円
前期比 +20.0％

営業利益 161億７千４百万円
前期比 +6.8％

経常利益 171億８千２百万円
前期比 +6.8％

親会社株主に
帰属する

当期純利益
119億６千１百万円

前期比 △27.5％



53.3

120,815

％

売上高
構成比

売上高（百万円）

2024年度
（第161期）

2023年度
（第160期）

97,602

柱上変圧器 自家消費用蓄電池パッケージ
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セグメント別の状況につきましては、以下のとおりであります。

エネルギーマネジメント
スマートコミュニティー・再生可能エネルギー・蓄

電池等、多様化する分散化電源を制御・管理するシス
テムや機器を開発・提供するとともに、電力系統管理
の高度化や電気自動車等、電力の新たな用途に資する
技術を開発します。

■ 受 注 高：131,261百万円 前期比： +1.9％

■ 売 上 高：120,815百万円 前期比：+23.8％

■ 営業利益： 11,477百万円 前期比：+37.6％

配電機器や工場受電設備の更新が堅調に推移したことに
加え、再生可能エネルギーの有効活用を目的とする電力需
給調整市場の拡大を背景に蓄電池システムの販売が増加し
ました。また、東北電機製造株式会社と四変テック株式会
社を連結子会社化した影響もあり、売上高は1,208億１千
５百万円（前期比23.8％増）、営業利益は114億７千７百
万円（前期比37.6％増）となりました。
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ファクトリーオートメーション
溶接ロボット・クリーン搬送ロボットで培った精度

が高く機敏な動作特性を活かした当社独自のロボット
を開発するとともに、当社が保有する独自技術を活用
した各種センサや監視制御ソフト・周辺機器を組み合
わせたフレキシブルで導入しやすいシステムを提供す
ることで、工場全体の淀みない自動化を実現します。

■ 受 注 高： 34,137百万円 前期比： +11.4％

■ 売 上 高： 32,773百万円 前期比： △6.0％

■ 営業利益： 2,275百万円 前期比：△44.6％

労働力不足を背景に生産自動化ニーズは高まっておりま
すが、経済動向の不透明感から国内及び欧米での自動車関
連投資が先送り傾向となり、売上高は327億７千３百万円
（前期比6.0％減）、営業利益は22億７千５百万円（前期比
44.6％減）となりました。
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マテリアルプロセシング
プラズマ・レーザ・超音波・摩擦熱等のエネルギー

源を高精度で制御することにより、金属･半導体・絶縁
材料・樹脂材料等の精密な接合・切断・成膜・表面処
理・造形等、モノづくりの技術革新に必要な新プロセ
スを提供します。

■ 受 注 高： 75,460百万円 前期比：+40.0％

■ 売 上 高： 72,657百万円 前期比：+29.9％

■ 営業利益： 6,985百万円 前期比：+10.4％

生成ＡＩ用途のメモリや先端半導体関連投資の拡大並び
に中国での成熟世代向け投資の継続を背景に高周波電源シ
ス テ ム の 需 要 が 増 加 し た こ と に 加 え、Lorch
Schweißtechnik GmbHを連結子会社化した影響もあり、
売上高は726億５千７百万円（前期比29.9％増）、営業利
益は69億８千５百万円（前期比10.4％増）となりました。
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その他

■ 受 注 高： 191百万円 前期比： +3.1％

■ 売 上 高： 191百万円 前期比： +3.1％

■ 営業利益： 33百万円 前期比：+16.0％

売上高は１億９千１百万円、営業利益は３千３百万円となり、前期からの大きな変動はありま
せん。

（2）設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資につきましては、生産自動化関連投資や耐震補強工事などに

96億９千３百万円実施いたしました。

（3）資金調達の状況
当連結会計年度の資金調達につきましては、経常的な運転資金は短期にて、設備資金やＭ

＆Ａに要する資金は長期にて、それぞれ金融機関からの借入にて調達しております。
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（4）対処すべき課題
今後の見通しにつきましては、データセンター増設・再生可能エネルギー導入拡大に伴う

蓄電池システム等の需要増加が期待されます。また、労働力不足を背景とする生産自動化需
要の回復や半導体関連投資の堅調な推移が見込まれますが、一方で米国の関税政策による先
行きの不透明感が強まっております。
このような事業環境の下、引き続きコスト削減の取り組みを推進し、社会課題の解決に資

する開発投資に重点的に振り向けるとともに、前期より連結対象に加えた子会社とのシナジ
ー創出を図ることにより、各事業の強化、業績の向上に努めてまいる所存でございます。

株主の皆様におかれましては、より一層のご理解・ご支援を賜りますようよろしくお願い
申し上げます。



493.31

17,182

290,234

11,961

153,285

226,375

2021年度
（第158期）

2022年度
（第159期）

売上高（百万円）

2021年度
（第158期）

2022年度
（第159期）

2023年度
（第160期）

2024年度
（第161期）

2021年度
（第158期）

2022年度
（第159期）

2023年度
（第160期）

2024年度
（第161期）

１株当たり当期純利益（円）

経常利益（百万円）

2021年度
（第158期）

2022年度
（第159期）

2023年度
（第160期）

2024年度
（第161期）

総資産（百万円） 純資産（百万円）

2021年度
（第158期）

2022年度
（第159期）

2023年度
（第160期）

2024年度
（第161期）

2021年度
（第158期）

2022年度
（第159期）

2023年度
（第160期）

2024年度
（第161期）

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円）

185,288
160,618

2023年度
（第160期）

2024年度
（第161期）

17,660
15,790 13,193

10,985

537.67
445.29

212,690194,801 119,905
105,636

188,571

673.20

16,082

277,200

16,494

148,595

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

― 26 ―

(5) 財産及び損益の状況の推移
年 度

区 分
2021年度

（第158期）
2022年度

（第159期）
2023年度

（第160期）
2024年度

（第161期）
（当連結会計年度）

売 上 高（百万円） 160,618 185,288 188,571 226,375

経 常 利 益（百万円） 15,790 17,660 16,082 17,182

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 10,985 13,193 16,494 11,961

１株当たり当期純利益 （円） 445.29 537.67 673.20 493.31

総 資 産（百万円） 194,801 212,690 277,200 290,234

純 資 産（百万円） 105,636 119,905 148,595 153,285
（注）１．１株当たり当期純利益は期中の平均発行済株式総数に基づき算出しております。

なお、期中の平均発行済株式総数については、自己株式を控除した株式数を用いております。
２．第161期において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第160期に係る各数値については、

暫定的な会計処理の確定を反映させております。
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（6）重要な親会社及び子会社の状況
①親会社との関係
該当事項はありません。

②重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金

（百 万 円）
当社の議決権
比 率 （％） 主 要 な 事 業 内 容

四 変 テ ッ ク 株 式 会 社 318 65.7 変圧器、配電盤、電源装置等の製造・販売

株 式 会 社 キ ュ ー ヘ ン 225 59.9 変圧器、受変電設備、温水器等の製造・販売

中 国 電 機 製 造 株 式 会 社 150 60.0 変圧器、変成器、受変電設備、監視制御装置等の
製造・販売

東 北 電 機 製 造 株 式 会 社 180 70.0 変圧器、配電盤などの製造・販売

ダ イ ヘ ン 産 業 機 器 株 式 会 社 335 100.0 溶接機、プラズマ発生用電源、制御通信機器、
分散電源機器等の製造

ダ イ ヘ ン 青 森 株 式 会 社 300 97.5 各種ヒューズ、配電用機材、雷害対策機器の製造

ダ イ ヘ ン ス タ ッ ド 株 式 会 社 250 100.0 溶接機の販売、溶接材料の製造・販売、溶接工事

ダ イ ヘ ン 電 設 機 器 株 式 会 社 220 100.0 産業用変圧器等の製造

株 式 会 社 南 電 器 製 作 所 140 100.0
（42.9） 製缶、板金その他関連機械器具の製造加工

ダ イ ヘ ン テ ッ ク 株 式 会 社 100 100.0 クリーン搬送ロボット、充電システム機器等の製造

ダ イ ホ ク 工 業 株 式 会 社 70 100.0 製缶、板金その他関連機械器具の製造加工

ダイヘンビジネスサービス株式会社 70 100.0 当社グループの高齢者再雇用

株 式 会 社 ダ イ キ 50 100.0 変圧器の部品加工、不動産賃貸

ダイヘンエンジニアリング株式会社 30 100.0 変圧器、受変電設備の据付・試験・修理改造

DAIHEN,Inc. 1,000千米
ドル 100.0 溶接機、切断機、産業用ロボット等の販売

OTC DAIHEN EUROPE GmbH 460千ユーロ 100.0 溶接機、切断機、産業用ロボット等の販売

OTC DAIHEN Asia Co.,Ltd. 80百万タイ
バーツ 100.0 溶接機、切断機及びその部品、産業用ロボット等の

製造・販売

DAIHEN ELECTRIC Co.,Ltd. 600百万タイ
バーツ

100.0
（0.9） 大形変圧器等の製造・販売

DAIHEN Advanced Component,Inc. 300千米
ドル 100.0 プラズマ発生用電源、クリーン搬送ロボット等の販売
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会 社 名 資 本 金
（百 万 円）

当社の議決権
比 率 （％） 主 要 な 事 業 内 容

牡丹江ＯＴＣ溶接機有限会社 4,500千米
ドル 95.5 溶接機、切断機及びその部品等の製造

台 湾 Ｏ Ｔ Ｃ 有 限 会 社 8,000千台湾
ドル 100.0 溶接機、切断機、産業用ロボット、充電システム機器等の販売

Ｏ Ｔ Ｃ 機 電 ( 上 海 ) 有 限 会 社 1,500千米
ドル 100.0 溶接機、切断機、産業用ロボット等の販売

DAIHEN KOREA Co.,Ltd. 1,825百万韓国
ウォン 100.0 溶接機、切断機、産業用ロボット、プラズマ発生用電源、

クリーン搬送ロボット等の製造・販売・保守・点検

Ｏ Ｔ Ｃ 機 電 ( 青 島 ) 有 限 会 社 6,000千米
ドル 100.0 溶接機、切断機及びその部品、プラズマ発生用

電源等の製造

ダイヘンＯＴＣ機電(北京)有限会社 15,100千米
ドル 100.0 変圧器の製造

ダイヘン精密機械(常熟)有限会社 4,000千米
ドル 100.0 産業用ロボット、クリーン搬送ロボット等の

製造・販売・保守・点検

OTC DAIHEN INDIA Pvt. Ltd. 45,000千インド
ルピー

100.0
(5.0) 溶接機、切断機、産業用ロボット等の販売

PT.OTC DAIHEN INDONESIA 18,876百万インド
ネシアルピア

100.0
（5.0） 溶接機、切断機、産業用ロボット等の販売

DAIHEN VARSTROJ welding
cutting and robotics d.d. 5,323千ユーロ

100.0
（14.7） 溶接機、切断機、産業用ロボット等の製造・販売

Lorch Schweißtechnik GmbH 2,500千ユーロ 100.0 溶接機の開発、製造・販売、産業用ロボット等の販売

（注）１．「当社の議決権比率」欄の(内書)は間接所有であります。
２．当連結会計年度より、重要性が増したOTC DAIHEN INDIA Pvt. Ltd.を連結の範囲に含めております。

（7）企業集団の主要な事業セグメント（2025年３月31日現在）
事業セグメント 主 要 な 製 品

エネルギーマネジメント 各種変圧器、受変電設備、開閉器、制御通信機器、分散電源機器、
充電システム機器等

ファクトリーオートメーション 産業用ロボット、クリーン搬送ロボット等

マテリアルプロセシング 各種溶接機、プラズマ切断機、プラズマ発生用電源等

これらに含まれない不動産賃貸事業等を、「その他の事業」として行っております。
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（8）企業集団の主要拠点等（2025年３月31日現在）
①当 社

本 社：大阪本社 大阪市淀川区田川二丁目１番11号
東京本社 東京都千代田区大手町一丁目９番５号

支 社：北海道（札幌市白石区）、東北（仙台市泉区）、中部（名古屋市中区）、
中国（広島市西区）、九州（福岡県大野城市）

工 場：十三（大阪市淀川区）、六甲（神戸市東灘区）、三重（三重県多気町）、
兼平（大阪市福島区）、千歳（北海道千歳市）

（注）2024年10月１日をもって、東京支社を東京都港区から東京都千代田区へ移転し、東京本社といたしました。

②子会社
国 内：四変テック㈱（香川県多度津町）、㈱キューヘン（福岡県福津市）、

中国電機製造㈱（広島市南区）、東北電機製造㈱（宮城県多賀城市）、
ダイヘン産業機器㈱（鳥取県鳥取市）、ダイヘン青森㈱（青森県弘前市）、
ダイヘンスタッド㈱（神戸市東灘区）、ダイヘン電設機器㈱（大阪市淀川区）、
㈱南電器製作所（香川県多度津町）、ダイヘンテック㈱（大分県杵築市）、
ダイホク工業㈱（北海道恵庭市）、ダイヘンビジネスサービス㈱（大阪市淀川区）、
㈱ダイキ（大阪市淀川区）、ダイヘンエンジニアリング㈱（大阪市淀川区）

海 外：DAIHEN,Inc.（アメリカ）、OTC DAIHEN EUROPE GmbH（ドイツ）、
OTC DAIHEN Asia Co.,Ltd.（タイ）、DAIHEN ELECTRIC Co.,Ltd.（タイ）、
DAIHEN Advanced Component,Inc.（アメリカ）、牡丹江OTC溶接機有限会社（中国）、
台湾OTC有限会社（台湾）、OTC機電(上海)有限会社（中国）、
DAIHEN KOREA Co.,Ltd.（韓国）、OTC機電(青島)有限会社（中国）、
ダイヘンOTC機電(北京)有限会社（中国）、ダイヘン精密機械(常熟)有限会社（中国）、
OTC DAIHEN INDIA Pvt. Ltd.(インド)、PT.OTC DAIHEN INDONESIA（インドネシア）、
DAIHEN VARSTROJ welding cutting and robotics d.d.（スロベニア）、
Lorch Schweißtechnik GmbH（ドイツ）
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（9）企業集団の従業員の状況（2025年３月31日現在）
事 業 セ グ メ ン ト 従 業 員 数（名） 前連結会計年度末比増減（名）

エ ネ ル ギ ー マ ネ ジ メ ン ト 2,384 44減

ファクトリーオートメーション 606 1減

マ テ リ ア ル プ ロ セ シ ン グ 1,445 28減

そ の 他 の 事 業 18 6増

全 社 （共 通） 153 4増

合 計 4,606 63減
（注） 従業員数は就業人員数であります。

（10）主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額（百万円）

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 22,563

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 8,000

株 式 会 社 南 都 銀 行 4,900

株 式 会 社 伊 予 銀 行 4,525

株 式 会 社 山 陰 合 同 銀 行 4,400

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 3,500

株 式 会 社 り そ な 銀 行 3,500

（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（2025年３月31日現在）

（1）発行可能株式総数 108,000,000株
（2）発行済株式の総数 25,203,291株
（3）株主数 9,571名
（4）所有者別分布状況

区分 株式数 持株比率
■ 金 融 機 関 9,569千株 38.0％
■ 個人・その他 5,481千株 21.7％
■ その他の法人 4,764千株 18.9％
■ 外国法人等 4,922千株 19.5％
■ 証 券 会 社 466千株 1.9％

（5）大株主（上位10名）
株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,398 14.15
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 2,199 9.16
関 西 電 力 株 式 会 社 1,460 6.08
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,085 4.52
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 658 2.74
ダ イ ヘ ン 取 引 先 持 株 会 579 2.41
ダ イ ヘ ン グ ル ー プ 社 員 持 株 会 416 1.73
Ｇ Ｏ Ｖ Ｅ Ｒ Ｎ Ｍ Ｅ Ｎ Ｔ Ｏ Ｆ Ｎ Ｏ Ｒ Ｗ Ａ Ｙ 358 1.49
岩 谷 産 業 株 式 会 社 349 1.46
ＢＮＹＭ ＡＳ ＡＧＴ／ＣＬＴＳ ＮＯＮ ＴＲＥＡＴＹ ＪＡＳＤＥＣ 329 1.37

（注） 当社は1,185千株の自己株式を保有しておりますが、持株比率は当該自己株式を控除して計算しております。な
お、持株比率の算出に用いる自己株式には、社員向け株式給付信託として信託口が保有する当社株式113千株を含
めておりません。

（6）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
株式の種類及び株式数 交付された者の人数

取締役（社外取締役を除く。） 当社普通株式
2,200株 ６名

社外取締役 ― ―
監査役 ― ―
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３．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の状況（2025年３月31日現在）

氏 名 地 位 及 び 担 当 重要な兼職の状況

田 尻 哲 也 代表取締役会長

蓑 毛 正一郎 代表取締役社長

加 茂 和 夫
取締役専務執行役員
配電システム事業部、
大形変圧器事業部担当

森 本 慶 樹
取締役専務執行役員
溶接・接合事業部、
FAロボット事業部担当

木 村 治 久
取締役専務執行役員
産業電機事業部、EMS事業部、
充電システム事業部担当

金 子 健太郎 取締役常務執行役員
欧米事業担当 Lorch Schweißtechnik GmbH 会長

安 藤 圭 一 取締役 塩野義製薬株式会社 社外取締役
株式会社椿本チエイン 社外取締役

馬 越 恵美子 取締役
桜美林大学 名誉教授
異文化経営学会 会長
アクサ・ホールディングス・ジャパン株式会社 社外取締役

藤 原 康 文 取締役

大阪大学 名誉教授
大阪大学 産業科学研究所 特任教授
大阪大学 エマージングサイエンスデザインR3センター
副センター長／特任教授
立命館大学 総合科学技術研究機構 教授

東 海 一 郎 常勤監査役

高 橋 圭太郎 常勤監査役

浦 田 治 男 監査役

吉 田 正 史 監査役 吉田公認会計士事務所 代表

注 連 浩 行 監査役 株式会社大林組 社外取締役
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（注）１．取締役 安藤圭一氏、取締役 馬越恵美子氏及び取締役 藤原康文氏は社外取締役であります。
安藤圭一氏が兼職している塩野義製薬株式会社及び株式会社椿本チエインは、当社との間に特別な関係はあり
ません。
馬越恵美子氏が兼職している桜美林大学、異文化経営学会及びアクサ・ホールディングス・ジャパン株式会社
は、当社との間に特別な関係はありません。
藤原康文氏が兼職している大阪大学、大阪大学産業科学研究所、大阪大学エマージングサイエンスデザインR3

センター及び立命館大学総合科学技術研究機構は、当社との間に特別な関係はありません。
２．監査役 浦田治男氏、監査役 吉田正史氏及び監査役 注連浩行氏は社外監査役であります。

吉田正史氏が兼職している吉田公認会計士事務所は、当社との間に特別な関係はありません。
注連浩行氏が兼職している株式会社大林組は、当社との間に特別な関係はありません。

３．取締役 安藤圭一氏、取締役 馬越恵美子氏、取締役 藤原康文氏、監査役 浦田治男氏、監査役 吉田正史
氏及び監査役 注連浩行氏を、東京証券取引所及び福岡証券取引所の定める独立役員に指定し、届け出ており
ます。

４．取締役 馬越恵美子氏の戸籍上の氏名は、山本恵美子であります。
５．監査役 吉田正史氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するもの

であります。
６．取締役常務執行役員 和田信吾氏は、2024年６月26日開催の第160期定時株主総会終結の時をもって、辞任

により退任いたしました。

なお、事業年度末日後の2025年４月１日付にて、次のとおり地位及び担当、重要な兼職
の状況に変更がありました。

氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

加 茂 和 夫 取締役副社長執行役員
本社担当

森 本 慶 樹 取締役

金 子 健太郎
取締役専務執行役員
溶接・接合事業部、
FAロボット事業部、
クリーンロボット事業部担当
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責
任は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度としております。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、当社及び当社子会社の取締役、監査役を被保険者として会社法第430条の３第１

項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、保険料については
当社が全額負担をしております。
当該保険契約は、被保険者が職務の執行に起因して損害賠償責任を負った場合における損

害賠償請求金及び訴訟費用等の被保険者が被る損害を填補するものであります。
但し、被保険者による犯罪行為等に起因する損害を除くなどの一定の免責事由を定めてお

ります。

（4）会社役員の報酬等に関する事項
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

過半数が社外役員で構成される指名・報酬諮問委員会の答申を踏まえ、取締役会にて
役員報酬の決定方針を定めております。
当社の役員報酬は、持続的な企業価値の向上を可能とするよう、短期のみならず中長

期的な業績向上への貢献意欲を高める報酬体系であることを基本方針としており、常勤
取締役の報酬については、役位に応じて定めた「固定報酬」と短期の全社業績を反映す
る「業績連動報酬」、取締役が株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有し、株価
上昇及び中長期的な企業価値向上への貢献意欲を高めるための「株式報酬」から成り、
固定報酬75％、業績連動報酬20％、株式報酬５％を基本構成としております。また、社
外取締役及び監査役の報酬については、業績に左右されず経営の監督、監査を行う役割
を担うことから「固定報酬」のみとしております。
個別の報酬額については、外部機関が実施する調査データ等の分析を踏まえ、会社業

績、同規模他社の報酬水準、過去の支給実績、基本構成などを総合的に勘案して設定し、
その決定プロセスにおける公正性と透明性の確保を目的に指名・報酬諮問委員会にて報
酬体系や報酬額案について審議を行い、その内容を取締役会に答申することにしており
ます。取締役会では、同委員会の答申を尊重し決定方針に沿うものであるとの判断の下、
取締役の報酬を決定しております。また、監査役の報酬については監査役の協議により
決定しております。
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② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の報酬額は、2022年６月28日開催の第158期定時株主総会において、年額４

億７千万円以内（うち社外取締役分は年額５千万円以内）と決議いただいております。
決議時点での取締役の員数は９名（うち社外取締役３名）であります。
また、2019年６月26日開催の第155期定時株主総会においては、上記の取締役の報

酬額の範囲内にて、取締役（社外取締役は除く）に対する譲渡制限付株式に関する報酬
等として支給する金銭報酬債権の総額を５千万円以内と決議いただいております（譲渡
制限付株式の数の上限５万株）。決議時点での取締役の員数は８名（うち社外取締役２
名）であります。
監査役の報酬額は、2008年６月27日開催の第144期定時株主総会において、年額８

千２百万円以内と決議いただいております。決議時点の監査役の員数は４名であります。
③ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）固定報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役
（うち社外取締役）

402
(28)

303
(28)

80
(―)

18
(―)

10
(3)

監査役
（うち社外監査役）

68
(28)

68
(28)

―
(―)

―
(―)

5
(3)

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
④ 業績連動報酬等に関する事項

業績連動報酬等については、当社は営業利益率を重視し中期経営計画の基本目標の１
つとしていることから連結営業利益率を基本指標とし、営業利益の水準及び前連結会計
年度との比較を考慮して報酬額を決定しております。当連結会計年度の連結営業利益率
は前期に比べ0.9ポイント減の7.1%となりましたが、営業利益は前期に比べ6.8%増加し
ております。

⑤ 非金銭報酬等の内容
非金銭報酬等は、2019年６月26日開催の第155期定時株主総会にて導入の承認をい

ただきました譲渡制限付株式報酬制度に基づくものであります。当該株式報酬の交付状
況は、会社の株式に関する事項に記載のとおりであります。
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（5）社外役員に関する事項
当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主な活動状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 安 藤 圭 一

当期開催の取締役会８回のうち８回に出席し、経営者としての
高い識見と数多くの企業との取引を通じた豊富な経験に基づ
き、議案審議等に必要な発言を適宜行うなど、取締役会の監督
機能及び意思決定機能の強化に適切な役割を果たしておりま
す。

取 締 役 馬 越 恵美子

当期開催の取締役会８回のうち８回に出席し、経営学者として
の異文化・ダイバーシティ経営などに関する広範な知識に基づ
き、議案審議等に必要な発言を適宜行うなど、取締役会の監督
機能及び意思決定機能の強化に適切な役割を果たしておりま
す。

取 締 役 藤 原 康 文

当期開催の取締役会８回のうち８回に出席し、半導体材料並び
に応用物理学分野における工学者としての高い専門性と豊富な
経験に基づき、議案審議等に必要な発言を適宜行うなど、取締
役会の監督機能及び意思決定機能の強化に適切な役割を果たし
ております。

監 査 役 浦 田 治 男
当期開催の取締役会８回のうち８回に出席し、また当期開催の
監査役会８回のうち８回に出席し、経営者としての豊富な経験
と幅広い識見に基づき、発言を適宜行っております。

監 査 役 吉 田 正 史
当期開催の取締役会８回のうち８回に出席し、また当期開催の
監査役会８回のうち８回に出席し、主に公認会計士としての専
門的見地から、発言を適宜行っております。

監 査 役 注 連 浩 行
当期開催の取締役会８回のうち８回に出席し、また当期開催の
監査役会８回のうち８回に出席し、経営者としての豊富な経験
と幅広い識見に基づき、発言を適宜行っております。
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４．会計監査人に関する事項
（1）名 称 有限責任 あずさ監査法人

（2）報酬等の額
① 公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 95百万円
② 当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 133百万円

（注）１．当社は、有限責任 あずさ監査法人との監査契約において、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引
法上の監査に対する報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、これらの合計額を
記載しております。

２．当社の重要な子会社の中には、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格
に相当する資格を有する者を含む）の監査を受けている在外の子会社があります。

３．当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である財務税務デ
ューデリジェンス業務に対する報酬を支払っております。

（3）会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を

踏まえ、前事業年度の監査の実施状況、監査計画と実績の比較、監査時間及び報酬額の推移
を確認したうえで、当事業年度の監査予定時間及び報酬額の妥当性等を検討した結果、会計
監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

（4）解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務執行が適切でない場合等、その必要があると判断した場合

に、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認め

られる場合に、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。この場
合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人
を解任した旨とその理由を報告いたします。
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５．会社の体制及び方針
業務の適正を確保するための体制
（1）当社及びその子会社の取締役及び使用人等の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制
・グループ全体でのコンプライアンス体制確保のために、当社及び子会社の役員、従業員が
順守すべき行動基準を明らかにしたダイヘン倫理規範、及び順守すべき法令を明らかにし
た法令順守ガイドを制定しております。
また、コンプライアンス委員会規則を制定し、これに基づき設置されるコンプライアンス
委員会は上記倫理規範、法令順守ガイドその他法令順守に関する規程の整備、改訂を行う
とともに、これらの実効性の確保のために、当社及び子会社での教育研修の実施や内部通
報制度を通じて寄せられた情報に対する適切な調査、対策を行っております。

・経営の重要事項については、主要な取締役で構成する経営会議での報告・審議により慎重
な意思決定を行っております。

・業務執行が適正に行われているかについて内部監査部門による監査を実施し、結果は取締
役及び監査役に報告しております。

・取締役会の下に、委員の過半数を社外役員で構成する任意の指名・報酬諮問委員会を設置
しております。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・取締役の職務執行に関する情報は、社内規則に則り記録の作成、保存を行うとともに、情
報セキュリティに関する規程を制定し、情報の漏えい等の防止に努めております。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・グループ全体でのリスク管理及び対策のためにリスク管理委員会を設置し、全社横断的な
リスク管理体制を整備しております。

・品質、安全、情報セキュリティ、安全保障輸出管理、法令違反等のリスクについては、所
管する部門が中心となって規程の制定、委員会活動、教育を実施してリスクの軽減、発生
時の被害軽減を図っております。

・報告基準を定め、損失に関する情報が速やかに取締役に伝わるようにし、必要ある場合は
適切な対策を取るようにしております。

・危機対策規程を制定し、災害や事故などの緊急事態が発生した場合にその状況に応じた対
策を実施することや、影響が重大な場合には対策本部を設置し、全社的な対策を実施する
ことを定めております。
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（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・執行と監督を分離するため、執行役員制の採用により取締役数を適正に保ち、経営の重要
事項に関して効率的な監督、意思決定を行っております。

・職務分掌、決裁基準による職務権限の明確化を基礎に事業部制を採用して、適切な権限委
譲による迅速な意思決定とその実行及び子会社を含めた事業部門の損益責任の明確化を行
うとともに、予算制度による業績目標の設定と管理を行い、グループとして事業を効率的
に遂行しております。

（5）当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・関係会社管理規程を制定し、各子会社を担当する事業部を定めて、子会社の業務が適正か
つ効率的に行われるよう指導、支援を行うとともに、子会社の業務遂行について定期的に
報告を受けております。
また、子会社の経営に関する重要事項は当社経営会議において報告・審議を行うこととし
ております。

・品質、環境、情報セキュリティ、安全保障輸出管理、法令違反などについて子会社を含む
グループ全体を対象とした規程やマネジメントシステムを制定、実施しております。

（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項、当該使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項

・監査役が必要と考えた場合には、内部監査部門は監査役と連携し、適切な補助を行ってお
ります。

・内部監査部門が監査役から職務の指示を受けたときは、当該職務を優先して遂行すること
としております。

・内部監査部門の従業員の人事については、監査役会の事前同意を得るものとしており、評
価については監査役から指示を受けた職務の遂行により不利な取扱いを受けないこととし
ております。
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（7）当社及びその子会社の取締役及び使用人等が監査役に報告をするための体制その他の監査
役への報告に関する体制及び報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制

・法律に定める監査役への報告事項に加え、監査役会と取締役との協議により監査役に報告
すべき事項を子会社を含めて定めており、経営会議等監査役が出席する会議での報告その
他の方法により適宜監査役に報告しております。

・当社及び子会社を対象に公益通報者保護規程を制定し、公益通報者等が相談又は通報した
ことを理由として不利な取扱いを行ってはならないことを定めており、公益通報者等に対
して不利な取扱いや嫌がらせ等を行った者については、処分を科すことができるものとし
ております。

（8）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・適切な監査実施のために、監査役と代表取締役との定期的な懇談、意見交換を行っており
ます。
また、監査役は会計監査人との日常的な情報交換を行い、連携して監査を実施しておりま
す。

・当社は監査役の職務の執行について生ずる費用を予算化し、監査役が職務の執行について
費用の前払等の請求をしたときは、当該費用が監査役の職務の執行に必要でないと認めら
れた場合を除き、速やかに処理しております。

（9）財務報告の信頼性を確保するための体制
・金融商品取引法及びその他関係法令の定めに従い、当社グループの財務報告の信頼性を確
保するために、「ダイヘングループ財務報告に係る内部統制の基本方針」に基づき内部統
制を整備・運用するとともに、その有効性を評価し必要な是正を行っております。

（10）反社会的勢力排除に向けた体制
・ダイヘン倫理規範において反社会的勢力には毅然とした姿勢で対応することを定めてお
り、総務部を担当部署として、警察、弁護士など外部の専門機関とも連携を図って反社会
的勢力に対応するとともに、情報の収集・管理、社内教育を実施しております。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は内部統制システム基本方針に基づく各体制の適切な運用に努めており、その状況につ
いては定期的に取締役会へ報告しております。運用状況の概要は以下のとおりであります。
（１）コンプライアンス体制について

・コンプライアンス委員会を年２回開催し、当社及び子会社におけるコンプライアンスに関
する年間活動計画の策定と進捗確認を行い、その活動としてダイヘン倫理規範及び法令順
守ガイド等の教育研修の実施と順守状況についてのモニタリングを行うとともに当社及び
子会社に関係する諸法令及びその改正を把握し、必要な対応を行いました。
また、社内又は社外(弁護士)に通報することができる内部通報制度の窓口として「ヘルプ
ライン」を設置しており、通報、相談があった事案については、通報者の保護を図りなが
ら適切に対処し、コンプライアンス委員会の活動全般とともに経営会議への報告を行いま
した。

（２）リスク管理体制について
・リスク管理委員会を開催し、事業運営上のリスクの把握及び対策を行いました。また、品
質、環境、情報セキュリティ、安全保障輸出管理等に関しては、各々に委員会を設置して
年間活動計画の策定と進捗確認を行い、それらの活動として当社及び子会社を対象にマネ
ジメントシステムや各規程に基づく内部監査や教育研修等を実施し、損失リスクの軽減に
取り組みました。
また、自然災害に対する危機対策として主要工場の耐震補強工事を継続して実施しており
ます。
損失に関する情報については、報告基準に基づき速やかに経営会議へ報告し、必要な対策
を実施しております。



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

― 42 ―

（３）取締役の職務執行体制について
・当事業年度において経営会議を25回開催し、当社及び子会社の経営の重要事項、取締役
会の付議事項等の報告、審議を行いました。
また、取締役会を８回開催し、業務執行に関する重要事項等の決議、取締役の職務執行の
監督を行いました。
なお、取締役の職務の執行に関する情報は、担当部門が適切に保存管理を行っておりま
す。

（４）監査役の職務執行体制について
・当事業年度において監査役会を８回開催し、監査に関する重要事項の報告、協議及び決議
並びに監査計画に基づいて実施した監査結果の報告を行いました。
監査役は取締役会や経営会議等の重要な会議に出席し、業務の執行状況を把握するととも
に会計監査人や取締役、各部門及び監査部から適宜必要な報告、説明を受けて監査の実効
性確保に努めております。
また、適切な監査実施のために代表取締役と定期的に意見交換を行いました。

（５）内部監査体制について
・監査部は監査計画に基づき、当社及び子会社の内部監査を実施し、その結果について主要
な取締役で構成する経営会議及び監査役会への報告を行っております。
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連結貸借対照表
（2025年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 (193,568) 流 動 負 債 (86,891)
現 金 及 び 預 金 30,354 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 21,581
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 55,477 電 子 記 録 債 務 15,264
商 品 及 び 製 品 31,329 短 期 借 入 金 23,885
仕 掛 品 19,573 １年内返済予定の長期借入金 6,037
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 50,805 リ ー ス 債 務 122
そ の 他 7,283 未 払 法 人 税 等 3,510
貸 倒 引 当 金 △1,255 賞 与 引 当 金 5,144

固 定 資 産 (96,666) 役 員 賞 与 引 当 金 143
有形固定資産 53,021 工 事 損 失 引 当 金 165
建 物 及 び 構 築 物 22,929 そ の 他 11,035
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 9,708 固 定 負 債 (50,057)
工 具、 器 具 及 び 備 品 2,309 長 期 借 入 金 38,668
土 地 13,693 リ ー ス 債 務 232
リ ー ス 資 産 368 繰 延 税 金 負 債 4,426
建 設 仮 勘 定 4,011 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 103

無形固定資産 5,067 債 務 保 証 損 失 引 当 金 613
の れ ん 525 株 式 給 付 引 当 金 163
ソ フ ト ウ エ ア 2,354 耐 震 工 事 関 連 費 用 引 当 金 563
そ の 他 2,187 製 品 安 全 対 策 引 当 金 2

投 資 そ の 他 の 資 産 38,577 退 職 給 付 に 係 る 負 債 3,265
投 資 有 価 証 券 15,980 資 産 除 去 債 務 121
出 資 金 681 そ の 他 1,897
長 期 前 払 費 用 338 負 債 合 計 136,949
退 職 給 付 に 係 る 資 産 18,507 （純 資 産 の 部）
繰 延 税 金 資 産 1,387 株 主 資 本 (117,540)
そ の 他 1,712 資 本 金 10,596
貸 倒 引 当 金 △29 資 本 剰 余 金 10,074

利 益 剰 余 金 101,796
自 己 株 式 △4,926

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 (20,831)
その他有価証券評価差額金 6,039
為 替 換 算 調 整 勘 定 9,293
退職給付に係る調整累計額 5,497

非 支 配 株 主 持 分 (14,913)
純 資 産 合 計 153,285

資 産 合 計 290,234 負 債 純 資 産 合 計 290,234
（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書
(2024年４月１日から) （単位：百万円）2025年３月31日まで

科 目 金 額
売 上 高 226,375
売 上 原 価 162,515

売 上 総 利 益 63,860
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 47,686

営 業 利 益 16,174
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 775
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 7
為 替 差 益 47
補 助 金 収 入 779
そ の 他 1,138 2,749

営 業 外 費 用
支 払 利 息 904
損 害 補 償 費 用 124
そ の 他 712 1,740

経 常 利 益 17,182
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,111
債 務 保 証 損 失 引 当 金 戻 入 額 151 1,263

特 別 損 失
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 477
退 職 給 付 制 度 改 定 損 96
早 期 割 増 退 職 金 38 612

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 17,833
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,192
法 人 税 等 調 整 額 △281 4,910
当 期 純 利 益 12,922
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 961
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 11,961

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
(2024年４月１日から) （単位：百万円）2025年３月31日まで

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,596 10,010 94,767 △2,349 113,025
当期変動額
剰余金の配当 △4,028 △4,028
親会社株主に帰属する当期純利益 11,961 11,961
連結子会社の決算期変更に伴う増減 △173 △173
自己株式の取得 △3,900 △3,900
自己株式の処分 13 8 22
自己株式の消却 △1,315 1,315 −
非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 2 2
利益剰余金から資本剰余金への振替 1,302 △1,302 −
連 結 範 囲 の 変 動 571 571
連結子会社株式の追加取得による持分の増減 61 61
株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当期変動額合計 − 63 7,028 △2,576 4,515
当期末残高 10,596 10,074 101,796 △4,926 117,540

その他の包括利益累計額
非支配
株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ

損益
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 6,208 △0 9,104 5,798 21,110 14,459 148,595
当期変動額
剰余金の配当 △4,028
親会社株主に帰属する当期純利益 11,961
連結子会社の決算期変更に伴う増減 △173
自己株式の取得 △3,900
自己株式の処分 22
自己株式の消却 −
非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 2
利益剰余金から資本剰余金への振替 −
連 結 範 囲 の 変 動 571
連結子会社株式の追加取得による持分の増減 61
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) △168 0 189 △301 △279 454 174

当期変動額合計 △168 0 189 △301 △279 454 4,689
当期末残高 6,039 − 9,293 5,497 20,831 14,913 153,285

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 (102,375) 流 動 負 債 (66,880)
現 金 及 び 預 金 2,852 支 払 手 形 1,163
受 取 手 形 4,752 電 子 記 録 債 務 8,738
売 掛 金 34,756 買 掛 金 16,815
商 品 及 び 製 品 18,489 短 期 借 入 金 31,445
仕 掛 品 5,037 リ ー ス 債 務 60
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 14,264 未 払 金 2,671
短 期 貸 付 金 16,213 未 払 法 人 税 等 1,623
そ の 他 7,199 賞 与 引 当 金 2,935
貸 倒 引 当 金 △1,190 役 員 賞 与 引 当 金 78

固 定 資 産 (67,994) 工 事 損 失 引 当 金 78
有 形 固 定 資 産 21,611 そ の 他 1,268
建 物 10,448 固 定 負 債 (41,474)
構 築 物 556 長 期 借 入 金 37,934
機 械 及 び 装 置 2,326 リ ー ス 債 務 107
車 両 運 搬 具 8 繰 延 税 金 負 債 401
工 具、 器 具 及 び 備 品 1,025 退 職 給 付 引 当 金 151
土 地 3,697 債 務 保 証 損 失 引 当 金 613
リ ー ス 資 産 242 株 式 給 付 引 当 金 163
建 設 仮 勘 定 3,305 耐 震 工 事 関 連 費 用 引 当 金 563

無 形 固 定 資 産 1,903 資 産 除 去 債 務 61
ソ フ ト ウ エ ア 1,836 そ の 他 1,477
そ の 他 67 負 債 合 計 108,354

投 資 そ の 他 の 資 産 44,478 （純 資 産 の 部）
投 資 有 価 証 券 10,743 株 主 資 本 (56,596)
関 係 会 社 株 式 14,297 資 本 金 10,596
関 係 会 社 出 資 金 6,670 資 本 剰 余 金 10,023
長 期 貸 付 金 3,212 資 本 準 備 金 10,023
前 払 年 金 費 用 8,256 利 益 剰 余 金 41,156
そ の 他 1,308 利 益 準 備 金 2,211
貸 倒 引 当 金 △9 そ の 他 利 益 剰 余 金 38,944

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 998
別 途 積 立 金 4,335
繰 越 利 益 剰 余 金 33,611

自 己 株 式 △5,180
評 価 ・ 換 算 差 額 等 (5,419)
その他有価証券評価差額金 5,419
純 資 産 合 計 62,015

資 産 合 計 170,369 負 債 純 資 産 合 計 170,369
（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
(2024年４月１日から) （単位：百万円）2025年３月31日まで

科 目 金 額
売 上 高 150,697
売 上 原 価 118,255

売 上 総 利 益 32,441
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 26,942

営 業 利 益 5,498
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,364
そ の 他 1,027 3,391

営 業 外 費 用
支 払 利 息 588
そ の 他 1,086 1,674

経 常 利 益 7,215
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,085
債 務 保 証 損 失 引 当 金 戻 入 額 151 1,237

特 別 損 失
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 477 477

税 引 前 当 期 純 利 益 7,975
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,928
法 人 税 等 調 整 額 △255 1,672
当 期 純 利 益 6,302

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
(2024年４月１日から) （単位：百万円）2025年３月31日まで

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金

合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計固定資産

圧縮積立金 別途積立金 繰越利益
剰余金

当期首残高 10,596 10,023 − 10,023 2,211 1,059 4,335 32,664 40,271 △2,690 58,201
当期変動額
固定資産圧縮積立金の取崩 △48 48 − −
税率変更に伴う固定資産圧縮
積立金の変動額 △12 12 − −

剰余金の配当 △4,028 △4,028 △4,028
当期純利益 6,302 6,302 6,302
自己株式の取得 △3,900 △3,900
自己株式の処分 13 13 8 22
自己株式の消却 △1,401 △1,401 1,401 −
繰越利益剰余金から
その他資本剰余金への振替 1,388 1,388 △1,388 △1,388 −

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 − − − − − △61 − 946 885 △2,490 △1,605
当期末残高 10,596 10,023 − 10,023 2,211 998 4,335 33,611 41,156 △5,180 56,596

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 5,600 △0 5,599 63,801
当期変動額
固定資産圧縮積立金の取崩 −
税率変更に伴う固定資産圧縮
積立金の変動額 −

剰余金の配当 △4,028
当期純利益 6,302
自己株式の取得 △3,900
自己株式の処分 22
自己株式の消却 −
繰越利益剰余金から
その他資本剰余金への振替 −

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △180 0 △180 △180

当期変動額合計 △180 0 △180 △1,785
当期末残高 5,419 − 5,419 62,015

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年５月８日

株式会社ダイヘン
取 締 役 会 御中

有限責任 あずさ監査法人
大阪事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 村 武 浩
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 勢 志 恭 一

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ダイヘンの2024年４月１日から2025年３月31日まで

の連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表
について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ダイヘン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当

監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業
倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに

ある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する

ことが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどう

かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として

の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事
項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会
計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手す
るために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して
責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重

要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は
阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年５月８日

株式会社ダイヘン
取 締 役 会 御中

有限責任 あずさ監査法人
大阪事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 村 武 浩
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 勢 志 恭 一

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ダイヘンの2024年４月１日から2025年３月31

日までの第161期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに
その附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算

書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当

監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫
理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法
人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに

ある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重
要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する

ことが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ
る場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として

の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。
継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を
表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象
や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象
を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重

要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は
阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第161期事業年度における取締役の職務の執行に関して、各監査
役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1）監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締

役等及び会計監査人からその職務状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査の方針、監査計画等に従い、電話回線又はインター

ネット等を経由した手段も活用しながら、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査
の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、
子会社については、定期的に事業の報告を受けるほか、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、
必要に応じて子会社に赴きその業務及び財産の状況を調査いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項
に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい
て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明する等、体制の状況を監視及び検証いたしました。さらに、財務報告に係る内部統制について、取締役等及び有限責任
あずさ監査法人から、両者の協議の状況並びに当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会
計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検討事項に
ついては、会計監査人と協議を行うとともに、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告

の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書の作成時点において有効である旨の報告を取締役等及び有限責
任 あずさ監査法人から受けております。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2025年５ 月８ 日

株式会社ダイヘン 監査役会
常勤監査役 東 海 一 郎 ㊞
常勤監査役 高 橋 圭太郎 ㊞
社外監査役 浦 田 治 男 ㊞
社外監査役 吉 田 正 史 ㊞
社外監査役 注 連 浩 行 ㊞

以 上
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株主総会会場ご案内略図

阪急電鉄「十三駅」（西改札口）より
徒歩 約10分

株式会社ダイヘン  本社


